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1.序

　異業種子会社を連結すべきか否かという問題は，数十年前から検討され

てきたことである。そして，特にアメリカでは1950年代ぐらいから過半数

所有の子会社であっても異業種を理由に連結から除外するケースが多く見

られた。しかし，今日では，異業種子会社を連結から外すことが多くの国

で容認されなくなってきている。その主たる理由としては,M&Aや新規

事業の参入などによって企業活動が以前よりも広範囲で多様化したために，

個別企業のレべルでさえも事業部や支店ごとに異業種の活動が行われるケ

ースが多く見られるようになってきたことが挙げられる。そのため，むし

ろ子会社でありながらも親会社やその他の子会社と事業内容が異なってい

るという理由だけで非連結にすることの方が妥当ではないような印象さえ

受けるようになった。故に，一見すると，異業種子会社の連結に関して問

題にすること自体が何ら意味の無いことになってしまったようにも感じら

れるかもしれない。しかしながら，まだなお検討していくべき問題がいく

つか残されているように思う。まず第一に，原則的にすべての子会社を連
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結する方が，異業種子会社を連結範囲から除外できる余地を残しておくよ

りも良いのかどうかである。つまり，企業活動が広範囲になったことや金

融子会社の除外による負債隠しが可能になるからといって，アメリカで行

われたような異業種子会社を除外できる規定を削除するといった方法で本

当に問題が解決するのかということである。むしろ，特殊な事情がある場

合には，除外した方がグループ全体の財政状態や経営成績に関する適正な

表示ができるのではないかと考えることもできそうである。第二に，異業

種子会社を連結すべきか否かを検討するよりももっと以前の問題として，

当該子会社が異業種であるのかどうかをどのように判断したら良いのかと

いうことである。すなわち，異業種子会社であることを判断できる具体的

な基準のようなものが存在していないために，一体どのような子会社を異

業種と見なせば良いのかを判断すること自体が困難であることが考えられ

る。その主たる理由として，これまで異業種子会社の問題についてはいろ

いろな角度からかなり検討されてきたのにもかかわらず，異業種という用

語についての明確な定義つけをするといったことがなされてこなかったこ

とが挙げられる。ともすれば，どの子会社が異業種でどの子会社が異業種

ではないということが曖昧なままで異業種子会社に関する問題が取り上げ

られてきたようにも思われるのである。そこで，本論文では，アメリカで

FASB基準書94号が公表されるまでの経緯に着目したうえで，実際に異

業種子会社を連結する際の問題について考察していきたい。その際に，ま

ずは異業種という用語の意味するものを十分に吟味したうえで，連結すべ

き異業種子会社を識別する方法についても考えていきたいと思う。

2.異業種とは

　異業種子会社の問題に関してまず最初に考えなければならないことは，

異業種の子会社とは一体どんな会社をさすのかということである。と言う

のも，異業種という用語がこれまでかなり恣意的に用いられたままで論じ
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られてきたために，異業種の定義があまり明確になっていないように思わ

れる。そこで，まずは異業種という用語の定義づけをはっきりさせておく

必要があると思われる。異業種とは，文字通りに解釈すれば事業内容が他

と異なっていることであるが，一体何かどの程度異なれば異業種なのかが

極めて曖昧なのである。例えば，キリンビールとキリンビバレッジは，キ

リングループの飲料メーカーであるという点では同業種である。然るに，

キリンビールがアルコール系飲料を製造しているのに対して，キリンビバ

レッジの方はお茶，ジュース，コーヒー，紅茶などのノンアルコール系飲

料であることに着目すれば両者は異業種であるとも言える。また，JR東

日本と全日空とは陸運と空運という点では明らかに異業種であるが旅客サ

ービス事業をしている点では大きく異なるものではない。

　異業種であるかどうかを識別する１つの方法として，それぞれの会社を

何らかの観点で実際に分類してみることが考えられる。確かに，何らかの

尺度によって，どの子会社が同業種でどの子会社が異業種かを分類するこ

と自体は可能であるかも知れない。しかしながら，具体的にどのような点

に注目して，このようなグループ分けすれば良いのかということになると

適当な方法を見つけることは思いの外困難なのでである。例えば，すべて

の会社を多くの棚卸資産を保有する会社とそうでない会社の２つに分類す

ることもできるし，製造業，販売業，金融業の３つにすることも可能であ

る。しかし，現実には棚卸資産の保有状況が同じであるからといって同一

に扱うことは無理であるし，また，金融といっても銀行，保険，リース，

証券，信販など様々である。また，商社，建設，食品，通信，電力・ガス，

銀行，保険といったように具体的な業種ごとに分け，各々の業種をさらに

細かく分けることもできるが，親会社と全く同じ事業をしている以外はす

べて異業種子会社となる恐れがある。

　要するに，このような分類によって異業種子会社の問題を検討すること

が困難な理由は，何か同業種で何か異業種であるかを振り分けているが，
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異業種子会社のうち一体どこまでを連結して，どこまでを連結しないかと

いったことが全く考慮されていないためである。私見を言えば，連結する

際に問題となるような異業種とは，同業種か異業種かといったように単に

事業内容に類似性が認められるかどうかということよりもむしろ，その会

社の事業内容が極めて特殊性を有しているかどうかであると思われる。そ

こで，このような特殊性を判断する方法としては，その子会社が親会社や

その他の子会社から見て異質であるポイントを挙げ，個別に判断していく

ことが望ましいだろう。なお，異質なポイントの具体例としては，どのよ

うなものを製品（商品）として取り扱っているのか，仕掛品，製品（商品）

といった棚卸資産がどの程度あるのか，固定資産をどのぐらい保有してい

るか（流動資産と固定資産との比串）などを挙げることができる。

　図表１は，ＡＩＣＰＡが行った非連結子会社に関する調査をまとめたもの

である。連結されなかった理由は様々であるが，このなかで，異業種であ

ることを理由に非連結子会社となったのは金融子会社と不動産子会社であ

ったことには注目すべきであろう。なお，念のために言えば，連結されな

かった異業種以外の理由としては少数株主持分が相対的に大きい場合やそ
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図表１　非連結子会社の内訳



の他の限定的な方針(other restrictive policies)1)が適用された場合などで

ある2)。

3.異業種子会社に対する会計処理方法

　これまで異業種子会社とはどんな会社をさすのかということについて述

べてきたが，この先議論展開するにあたって，現行のFASB基準書94号

　『すべての過半数所有子会社の連結』(Ｃｏｎｓｏｌｉｄａtｉｏｎ ｏｆ Ａ１１Ｍａｊｏｒiｔｙ-

Owned Subs�iaries)が公表されるまでの経緯について簡単に振り返って

みることにする。基準書94号が成立する以前には，1959年に公表された

ARB51号『連結財務諸表』(Ｃｏｎｓｏｌｉｄａtｅｄ ＦｉｎａｎｃｉａｌＳtａtｅｍｅｎtｓ)が採用さ

れており，そこでは異業種子会社を連結範囲から除外することが容認され

ていた。つまり，３項で｢子会社の特定の活動に関する財務情報を提供す

ることが，かかる子会社を連結に含めるよりも親会社の株主および債権者

にとってより有益な情報提供となる場合には，個別財務諸表または結合財

務諸表が，子会社または子会社のグループにとっては望ましいであろう。

例えば，ある子会社が銀行または保険会社である場合には，個別財務諸表

が要求されることがあり，また親会社およびその他の子会社が製造業であ

る場合の金融業には，個別財務諸表が望ましいであろう。｣3)このように

ARB51号が異業種子会社を連結範囲から除外することを容認していたの

は，異業種子会社の異質な資産・負債が当該子会社を除いたグループの資
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産・負債に混入されることはグループ全体の財政状態や経営成績の適正な

表示を歪める可能性があり，そのことで財務諸表の利用者の判断を誤らせ

ることにもなりかねないためであると思う。

　しかしながら，実際には，この除外の容認規定によって，特に金融子会

社を意図的に連結範囲から除外するケースを増加させる結果となった。例

えば, Victor Ｌ.Ａｎｄrｅｗs4)によれば，彼が調査した金融子会社61社のう

ちに連結されていたのは８社にすぎなかった5)。かくして，このようなな

かで,1978年に『連結財務諸表における金融子会社の報告』(Ｒｅｐｏｒtｉｎｇ Ｆｉ-

ｎａｎｃｉａｌＳｕbｓidiaｒieｓ ｉｎ ＣｏｎｓｏｌｉｄａtｅｄＦｉｎａｎｃｉａｌＳtａtｅｍｅｎtｓ)が発表され，

ARB51号が連結財務諸表から金融子会社の除外を認めていることが再検

討されることになった6)。そして，このなかで，金融子会社を連結から除

外することを容認している規定を削除すべきかや連結すべき金融子会社を

識別する基準を提供するようにARB51号は改訂または解釈されるべきか

といったことが取り上げられている。なお，金融子会社を識別できるよう

な基準を提供することについては十分に議論されてきたにもかかわらず，

そのような基準が確立されるには至らなかった。また，利用者に対しての

情報提供の有用性や連結財務諸表の適正な表示などの観点から，金融子会

社を連結すべきかどうかについて検討された。しかしながら，この報告に

おいてもまだなお検討すべき点がいくつか残されているように思われる。

それは，金融子会社は連結されるべきであるという要請に対して，個別財

務諸表の開示が行われている限りは金融子会社を連結しても連結財務諸表

における情報の量や質が損なわれるとはいえないからであるといった趣旨

の回答がなされている点である。この回答からでは，金融子会社に特有の
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問題が考慮されているようには思えない。

　以上のように，これまで異業種子会社の連結については，主として，金

融子会社を連結すべきか否かが問題とされてきた。そして，1987年に

ＦＡＳＢの基準書架94号が公表されることになった結果として，異業種子

会社を連結から除外することを容認する規定は，相対的に大きい少数株主

持分や限定的方針を理由に除外を認める規定とともに削除されることにな

った。そして，これによって，親会社が過半数の議決権持分を直接的また

は間接的に有することを通じて支配的財務持分を有しているすべての会社

は，原則的に連結されることになった。

　このように異業種子会社が連結されるようになった理由としては，次の

ようである。まず第一に,M&Aや新規事業の参入などによって企業活動

自体が以前よりも広範囲になったために，企業グループではもちろんのこ

と個別企業のレべルでさえも異業種の問題が生じるようになった。すなわ

ち，今日では，１つの企業が多くの支店や事業部をもっており，支店ごと

や事業部ごとに様々な事業活動を行っている。そのため，親会社と子会社

の事業内容が異なっていてもそれだけでは大きな問題とは見なされなくな

った。むしろ，以前のように，親会社が100％所有している子会社である

にもかかわらず事業活動が異なっているという事実だけで除外するほうが

不自然になった。第二に，ある子会社を連結から除外することによって，

連結財務諸表から重要な資産，負債，費用，収益が除外される結果になっ

たことである。特に1950年代になって，アメリカでは，親会社が金融業で

ない場合に金融子会社などを連結から除外することで巨額の負債隠しを行

うことが実務で多く見られるようになってきた7)。これについて示せば図

表２のようになる。

　つまり，親会社が外部の金融機関から直接借り入れれば，当然のことな
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図表２　金融子会社の連結範囲から除外することによるグループの負債隠し

がらその分はグループの負債となる。それに対して，親会社自身が外部の

金融機関から直接資金を調達するのではなく，非連結の金融子会社に外部

から借り入れさせて，その資金で当該子会社に親会社の受取債権を買い取

らせるのである。こうすることによって，親会社の債権とこれに対応する

負債が金融子会社に移転され連結財務諸表から除外されることになるので

ある。

　最後に，各国の異業種子会社に対する会計規定を図表３で示しておくこ

とにする。これによれば，原則として異業種子会社を連結するという点で

は, IAS 27号はＦＡＳＢ基準書94号と似通ったものとなっている。ただし，

若干の違いが見られるのは, IAS 27号では異業種子会社の問題はセグメ

ント情報の開示によって対応できると明示しているところである8)。イギ

リス，フランス，ドイツに関しては，異業種子会社の問題を取り扱う際に

は真実かつ公正な概観との係わり9)を中心に検討する必要があると思われ

る。真実かつ公正な概観は，1973年にイギリスがＥＣに加盟したことに

よって，指令のなかに導入されたのであるが，この概観の実質優先思考を
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図表３　各国の異業種子会社に対する会計規定

巡ってフランスやドイツなどで大論争を巻き起こすことになった。この詳

細については，他の機会に譲ることにする。また，異業種に関する規定が

わが国に存在しない理由としては，親会社やその他の子会社と著しく異な

った事業活動を行っている子会社を連結する例が少ないことが挙げられる。

４．異業種子会社の連結について

　前節では, FASB 94号が公表される経緯を振り返りながら，異業種の

連結について検討してきた。そして，アメリカでは個別財務諸表を公表す

れば異業種子会社を連結しても大きな問題がないという結論に行きついた

ような印象を受けるかもしれない。しかしながら，このことは異業種子会

社を連結しても連結財務諸表における情報の量や質が損なわれないという
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意味であり，必ずしも当該子会社に特有の問題が考慮されているとは言え

ないであろうし，ましてや，全面的に異業種子会社の連結範囲からの除外

を認めない理由にはならないであろう。むしろ個々の会社の事情なども考

慮したうえで，連結すべき子会社であるのかどうかを識別する方法があれ

ば全面的に連結する必要がないかも知れないのである。そこで，この節で

は，これまでに検討してきたことを踏まえながら，異業種子会社を連結す

る際に生じる問題について考えていきたい。

　まず，異業種子会社を識別する方法であるが，企業ごとに使用されてい

る勘定科目をチェックしてみることも１つのやり方であると思う。そして

その際に，図表４のリストにある会社が作成している有価証券報告書やア

ニュアルレポートなどを実際に目を通してみることにする。これによって，

各企業がどのような勘定科目を使用して，それらの勘定科目をどのように

表示しているかを知ることができるうえに，会社間でどの程度類似性があ

るのかを確かめることができるのである。確かに勘定科目の類似性が低い

ことの原因が企業活動の相違からすべて生じるものではないのであるが，

その会社の事業活動の独自性がある程度は勘定科目に現れるのも事実であ

ろう。

　まず会社ごとの独自性についてであるが，例えば，平成６年の全日本空

輸の有価証券報告書を見れば航空機の簿価が流動資産合計額の３倍近くあ

ることや，その事業内容の性格ゆえに東京電力の資産の大部分が固定資産

であることやオリックス，日本信販などは割賦債権が多いことに気づくで

　　　　　　図表４　今回の調査で財務諸表を確認した会社のリスト

石川島播磨重工業，オリックス，学習研究社，カシオ計算機，コナミ，資生，

すかいらーく，全日本空輸，ソニー，第一勧業銀行，大成建設，東京電力，

東京ドーム，東宝，日産自動車，日本信販，日本石油，日本ビクター，野村

證券，日立製作所，富士急行，松下電工，マツダ，みずほインベスターズ証

券，みず　ほホールディングス，三井信託銀行，三井物産，三菱地所，三菱

倉庫，ヤマト運輸，山之内製薬，雪印乳業
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あろう。このような各会社の独自性が，すべて連結する際に問題になる訳

ではないが，場合によっては実際に合算すること自体が非常に困難になる

ことも大いに考えられる。

　そして，連結する際に問題となるものには，物理的な要因と論理的な要

因があるように思われる。物理的な要因とは，その子会社の財務諸表の形

式が親会社やその他の子会社のものと異なるなどの理由によって，単純に

そのまま合算できるかどうかということである。なお，異業種子会社の場

合だけに限らず，連結について取り上げる際には合算できるかどうかとい

う問題を避けて通ることはできないであろう。と言うのも，現行の会計シ

ステムでは，連結財務諸表を作成するにあたって一旦は親会社と子会社の

それぞれの財務諸表を個別に作成して，その後でこれらの財務諸表を合算

して作成されるからである。そのために，親会社と子会社のそれぞれの個

別財務諸表が合わせられることが大前提となるためである。物理的な要因

によって問題となるのは，例えば，建設会社のように業種特有の勘定科目

（例えば，「未成工事支出金」）を使用しているために単純に勘定科目を合わせ

難くなっている場合である。また，無区分式の貸借対照表と流動と固定の

区分がある貸借対照表とを合算する場合にも問題になるだろう1o）。一例と

して，図表５の第一勧業銀行の個別貸借対照表（無区分）と図表６の子会

社であるみずほインペスターズ証券11）の個別貸借対照表（流動と固定の区

分あり）とを合算する際には，この問題が生じていると思われる。なお，

現時点では，第一勧業銀行は，持株会社であるみずほホールディングスの

子会社であり，第一勧業銀行自身も42社の連結子会社を持ち連結財務諸表

を作成している。

　上で述べた貸借対照表の２種類の様式に関して, FASB基準書94号で
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図表５　第一勧業銀行の個別貸借対照表（平成13年３月31日現在）
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図表６　みずほインべスターズ証券の個別貸借対照表（平成13年3月31日現在）
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は，「多角的な活動をしている企業の財政状態および経営成績を報告する

ためには，いくらかの多様性があることが適切であるという結論を下し

た」12）と述べられている。そのため，貸借対照表の形式について，流動と

固定の区別があるものと無区分のものの両方が存在することを歓迎してい

るようにも解釈できる。しかしながら，このように形式が多様化すること

によって，財務諸表の読者が誤解する可能性が高いだろう。また，基準書

94号では，これらの２種類の貸借対照表をどのように連結したら良いのか

について何ら見解が述べられていないのが現状である。故に，早急に何ら

かの指針が与えられることが必要であると思われる。そこで，物理的な問

題に関する解決策の一例としては，親会社と子会社のそれぞれの財務諸表

で使用されているすべての勘定科目のうち会社間でどのぐらい同じような

勘定が使われているのかをチェックしたうえで，この類似度を異業種であ

るかどうかの判断に役立てることである。また，目安となるような類似度

の基準を設けて，類似性の低い場合には除外できるような余地を残してお

くことも検討すべきであろう。

　次に，連結する際に問題となるような論理的な要因について説明する。

論理的な要因というのは，物理的に合算することが可能であるかどうかに

かかわらず，その子会社を連結することが会計理論上妥当であるのかどう

かということである。論理的に連結することが困難なのは，例えば，証券

会社の保有している商品としての有価証券と製造業を営む会社が短期的に

保有している有価証券とを合わせるケースなどである。また，通常は資産

の部に計上される預金勘定が銀行では負債の部に計上されるために，連結

することによって連結財務諸表の借方と貸方の両方に預金勘定が計上され

ることになるのである。詰まる所，論理的な要因による問題は，連結でき
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るかどうかということよりも連結することが正しいかどうかである。従っ

て，このような論理的な問題を解決するためには，連結財務諸表とは何で

あるのかということを明らかにしなければならないであろう。故に，連結

財務諸表の理論的な枠組みを提供する連結基礎概念の研究が不可欠になる

ため，この問題の具体的な検討については今後の研究課題としたい。
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